
 

抜本的な安全保障・危機管理体制の確立を 
 

米同時テロに対する米軍などの軍事行動を自衛隊が後方支援するテロ対策特別措置法案

が、自民・公明・保守の与党３党の賛成多数で可決されました。後方支援といっても、戦時に

自衛隊を初めて海外派遣するという戦後の安全保障政策の転換となる法案が、１０月５日の

提出から２９日には成立という異例の速さで成立施行となったわけです。 

これまで民主党では、私を含め、法案に賛成することを前提に外交・安保部門会議で１０数

回の議論を重ねてきましたが、１５日に行われた小泉・鳩山会談において「自衛隊派遣は、

国会の事前承認とする」という民主党の主張が受け入れられず、会談決裂という結果になっ

てしまいました。そのため、民主党としては、「テロ特措法案には反対し、事前承認を求める

修正案を提出すること」。また、「自衛隊法改正案と海上保安庁法改正案には賛成する」とい

う態度で臨んだわけです。民主党が、国会の事前承認にこだわったのは、「文民統制（シビリ

アン･コントロール）と、それを補完する国会関与は譲れない」と考えたからです。 

この新法案は、集団的自衛権の行使についての論議がなされないまま作成されたため、そ

の法的根拠が脆弱であることは否定できません。そのような、あいまいな部分を極力減らし、

今後、抜本的な安全保障論議を進めるべきです。 

さらに、先日、空母キﾃｨｰホークが東京湾を出航するに際して、自衛隊の艦船が護衛したこ

とを防衛庁から官房長官（危機管理担当を兼ねる）へ連絡がなかったことは､大きな問題と

考えます。米国では、「連邦危機管理庁（ＦＥＭＡ）」「国防総省（ＤＯＤ）」を統括し、本土防衛

政策について担当する「国土安全保障局」を新設し、リッジ氏が任命されました（右図①参

照）。それに対し、日本では、１０月８日の空爆を機に「テロ対策本部」が閣僚をメンバーとし

て官邸に設けられたに過ぎず、上記のような官房長官への連絡の不備といったような、縦割

り行政の弊害も克服されていません。阪神大震災を教訓に作られた首相官邸の 24 時間体

制は右図②を参照して下さい。 

このような現状を改革するためにも、これまで民主党内で検討を進めてきた「緊急事態法制」

について、次期通常国会において政府･与党提出予定の「有事法制」への対案として取り組

んで行きたいと考えております。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①第一報連絡 

緊急事態等の認知 

内閣情報集約センター 

⑤参集・待機連絡 

ただし、次の場合 

自動参集 

・震度５強６弱 

・判定会招集 

・津波（大津波）警報 

緊急参集要員 ※等 

※内閣危機管理監があらかじめ 

指定した内閣官房の職員 

⑥参集 

①第一報連絡（秘書官経由） 

④参集・待機連絡を指示 

■ 図２ 内閣官房初動対処マニュアルの概要  安全保障危機管理室作成 ■ 

危機管理審議官 
内閣総理大臣 

内閣官房長官 

危機管理担当大臣 

内閣官房副長官 

②第一報報告 
③対処体制に 

 ついて指示 

内 閣 危 機 管 理 監 

内閣官房副長官補 

（安全保障、危機管理担当） 

官邸危機管理センター 

緊急事態等に対する 

初動対策を行う必要あり 

官 邸 対 策 室 の 設 置 

・室長・・・内閣危機管理監 

・副室長・・・内閣官房副長官補（安全保障、危機管理担当） 

・構成員・・・緊急参集要員等内閣官房の職員 

・班編成・・・総務班、対策班、対策支援、・連絡班・センター情報班、広報班、特命担当班 

官 邸 連 絡 室 の 設 置 
適宜改組 

対策本部が設置された場合 

対策本部事務局に移行 

報告・連絡 

・室長・・・危機管理審議官 

・構成員・・・緊急参集要員等 

・班編成・・・総務班、対策班 

対策支援、・連絡班 

       センター情報班 

広報班、特命担当班 

緊急事態等に対する情報収集 

整理・報告等の必要あり 

大 統 領 

副大統領 

■図１新たな米国の官民防護協力体制の模索（推定） （財）未来工学研究所・技術国際関係研究センター作成 ■ 

国家安全保障担当補佐官 国土安全保障局（新設） 

連邦危機管理庁（FEMA） 

国防総省（DOD） 
・情報通信 

・金融サービス 

・水道 

・航空・高速道路 

・パイプライン 

・運搬・水上輸送 

・応急・法執行 

・消防・政府サービス 

・電力・石油・ガス 

・ヘルスケア・サービス 

・研究・開発 

 

各インフラ部門

における 

民間企業 

情報共有分析センター 

（ISAC） 

国家インフラ防護センター 

（NIPC） 

各セクターと 

連携する 

所轄官庁 

特別業務を 

担当する 

官庁 

 

重要インフラ 

調整グループ 

（CICG） 

・商務省・財務省・運輸省 

・連邦緊急管理庁 

・保険福祉省・環境保護省 

・エネルギー省 

・科学技術政策局 

・司法省/連邦捜査局 

 

・司法省/連邦捜査局 

・中央情報局 

・国務省 

・国防総省 

計画 

実行 


